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「介護職員研修等実施状況調査」の集計結果について 

 
平 成 22 年 6 月 28 日 

社会・援護局福祉基盤課 

 

１．調査の実施概要 
 

○ 目的 

 この調査は、「今後の介護人材養成の在り方に関する検討会」委員等の協力を

得て、各事業者団体、施設・事業所等における研修等の実施状況に関する実態を

把握し、600 時間課程の検討及び介護職員全体のキャリアラダーの構築に資する

ことを目的とする。 

 

○ 調査の内容 

 調査は、委員等の所属する事業者団体が介護職員向けに実施する研修等の実

施状況を把握する「事業者団体調査」、施設・事業所における研修等の実施状況を

把握する「施設・事業所調査」及び個々の介護人材の研修ニーズ等を把握する「職

員調査」の３種類のアンケート調査を行った。 

 

○ 調査対象及び客体 

 調査は、委員等の所属する事業者団体、施設・事業所及びその職員等を対象と

し、施設・事業所については全体で１，５００程度の施設・事業所を調査客体とし、

職員については全体で２，５００程度の介護職員を調査客体とした。 

「事業者団体調査」は 14 団体から、「施設・事業所調査」は 1,273 事業所

から、「職員調査」は 3,334 名から回答があったところ。 

 

○ 調査対象期日 

 平成 22 年 4 月 1 日現在（平成 21 年度の実施状況等） 

 

○ 調査実施時期 

 平成 22 年 5 月 14 日から 5 月 27 日まで 

 

２．調査の結果概要 
 

○ 別紙のとおり 

・別 紙 １：施設・事業所調査の結果概要 

・別 紙 ２：職員調査の結果概要 

・別 紙 ３：事業者団体調査の結果概要 

・参考資料：都道府県研修機関の研修について(※) 
 

（※ 都道府県研修機関分については、事務局から社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

中央福祉学院に依頼し、参考として取りまとめた。） 
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【調査対象及び客体等について】 

 
団  体  名 種 別 

事業者 

団体調査 

施設・事業所調査 職員調査 

客体数 

（予定） 
回収数 

客体数 

（予定） 
回収数 

1 社団法人日本介護福祉士会 その他 ○   180 166 

2 日本ホームヘルパー協会 在 宅 ○   150 276 

3 UI ゼンセン同盟日本介護クラフトユニオン その他 ○   180 166 

4 全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会 地域密着 ○ 200 202 300 434 

5 一般社団法人日本在宅介護協会 在 宅 ○ 200 237 150 877 

6 社団法人日本介護福祉士養成施設協会 その他 ○     

7 全国ホームヘルパー協議会 在 宅 ○   150 117 

8 
民間事業者の質を高める一般社団法人全国介護
事業者協議会 

在 宅 ○ 200 228 150 290 

9 社団法人全国老人保健施設協会 施 設 ○ 250 156 240 137 

10 全国社会福祉施設経営者協議会 施 設 ○ 125 123 240 330 

11 公益社団法人全国老人福祉施設協議会 施 設 ○ 125 118 240 253 

12 ＮＰＯ法人介護人材キャリア開発機構 その他 ○     

13 公益社団法人日本認知症グループホーム協会 地域密着 ○ 300 145 400 201 

14 市民福祉団体全国協議会 在 宅 ○ 100 64 120 87 

   14 1,500 1,273 2,500 3,334 

 

                                 

在 宅 5 500 464 720 1,541 

施 設 3 500 393 720 988 

地域密着 2 500 410 700 782 

その他 4  360  

 

 

 

※ 職員調査については、（施設・事業所調査を行う施設等のうち、）1 施設等あたりおおよそ５人の職

員を目途に調査を行った。 

 なお、職員調査の対象は、現に介護職員として働いている者を対象とした。（介護支援専門員、看護

師など他職種の方や、施設長など直接介護業務に従事しない方は含まれない。） 


